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     羽曳野市重度障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改       

     正する条例の制定について  

 

 

 羽曳野市重度障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例を別紙の

ように制定する。  

 

 

 

  令和２年６月１日  提出  

 

 

羽曳野市長  北  川  嗣  雄     



  提  案  理  由  

 

 精神病床への入院について福祉医療費助成制度の助成の対象とし、また、重度障害者

医療の住所地特例を見直すとともに、その他所要の改正を行うため、この条例を制定し

ようとするものであります。
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    羽曳野市重度障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改       

     正する条例  

 

令和   年   月   日   

羽曳野市条例第    号   

 

 (羽曳野市重度障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正 ) 

第 1 条  羽曳野市重度障害者の医療費の助成に関する条例 (昭和 48 年羽曳野市条例第

22 号 )の一部を次のように改正する。  

  第 2 条第 2 項中「対象者のうち」を「前項の規定にかかわらず」に、「前項の規定

にかかわらず、この条例の規定に基づく助成は行わない」を「この条例により医療費

の助成を行う対象者としない」に改め、同条第 3 項及び第 4 項を次のように改める。 

 3 国民健康保険法第 116 条の 2 第 1 項に規定する入院等をしたことにより、同項に

規定する病院等 (大阪府内に所在するものに限る。以下同じ。)の所在する場所に住

所を変更したと認められる対象者 (国民健康保険法又は高齢者の医療の確保に関す

る法律における対象者 (国民健康保険組合に加入している対象者を除く。)に限る。)

であって、当該病院等に入院等をした際本市の区域内に住所を有していたと認めら

れるものについては、この条例により医療費の助成を行う対象者とする。ただし、

前項各号のいずれかに該当する者又は二以上の病院等に継続して入院等をしてい

る対象者であって、現に入院等をしている病院等 (以下「現入院病院等」という。)

に入院等をする直前に入院等をしていた病院等 (以下「直前入院病院等」という。)

及び現入院病院等のそれぞれに入院等をしたことにより直前入院病院等及び現入

院病院等のそれぞれの所在する場所に順次住所を変更したと認められるもの (以下

「特定継続入院等対象者」という。 )については、この限りでない。  

 4 特定継続入院等対象者のうち、次の各号に掲げるものは、この条例により医療費

の助成を行う対象者とする。ただし、第 2 項各号のいずれかに該当する者を除く。 

  (1) 継続して入院等をしている二以上の病院等のそれぞれに入院等をすることに

よりそれぞれの病院等の所在する場所に順次住所を変更したと認められる対象

者であって、当該二以上の病院等のうち最初の病院等に入院等をした際本市の区

域内に住所を有していたと認められるもの  
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  (2) 継続して入院等をしている二以上の病院等のうち一の病院等から継続して他

の病院等に入院等をすること (以下「継続入院等」という。)により当該一の病院

等の所在する場所以外の場所から当該他の病院等の所在する場所への住所の変

更 (以下「特定住所変更」をいう。)を行ったと認められる対象者であって、最後

に行った特定住所変更に係る継続入院等の際本市の区域内に住所を有していた

と認められるもの  

  第 4 条第 1 項中「若しくは生活療養に係る給付又は精神病床への入院」を「又は生

活療養」に改める。  

 (羽曳野市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正 ) 

第 2条  羽曳野市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例 (昭和 55年羽曳野市条例第

17 号 )の一部を次のように改正する。  

  第 3 条第 2 項中「者は対象としない」を「者については、この条例により医療費の

助成を行う対象者としない」に改める。  

  第 5 条第 1 項中「 (精神病床への入院に係る給付を除く。 )」を削る。  

 (羽曳野市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正 ) 

第 3 条  羽曳野市子どもの医療費の助成に関する条例 (平成 9 年羽曳野市条例第 15 号 )

の一部を次のように改正する。  

  第 3 条第 2 項中「規定による」を「規定にかかわらず」に、「者は、医療費の助成

を受けることができない」を「者については、この条例により医療費の助成を行う対

象者としない」に改める。  

  第 4 条第 1 項中「 (精神病床への入院に係る給付を除く。 )」を削る。  

 

   附  則  

 (施行期日 ) 

1 この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。  

 (羽曳野市重度障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過措置 ) 

2 第 1 条の規定による改正後の羽曳野市重度障害者の医療費の助成に関する条例 (以

下「新条例」という。)第 2 条第 3 項及び第 4 項の規定は、この条例の施行の日 (以下

「施行日」という。)以後に、国民健康保険法 (昭和 33 年法律第 192 号 )第 116 条の 2

第 1 項に規定する入院等 (以下「入院等」という。 )をした対象者 (新条例第 2 条第 3
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項の規定により医療費の助成を行う対象者をいう。以下この項において同じ。 )につ

いて適用し、同日前に、入院等をした対象者については、令和 3 年 11 月 1 日から適

用する。  

3 新条例第 4 条第 1 項の規定は、施行日以後の医療に係る保険給付について適用し、

施行日前の医療に係る保険給付については、なお従前の例による。  

 (羽曳野市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過措置 ) 

4 第 2 条の規定による改正後の羽曳野市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例第

5 条第 1 項の規定は、施行日以後の医療に係る保険給付について適用し、施行日前の

医療に係る保険給付については、なお従前の例による。  

 (羽曳野市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過措置 ) 

5 第 3 条の規定による改正後の羽曳野市子どもの医療費の助成に関する条例第 4 条第

1 項の規定は、施行日以後の医療に係る保険給付について適用し、施行日前の医療に

係る保険給付については、なお従前の例による。  
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新旧対照表 

新 旧 

第 1条関係 

羽曳野市重度障害者の医療費の助成に関する条

例 

 

 (対象者) 

第 2条 1 省略 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ

かに該当する者については、この条例により

医療費の助成を行う対象者としない。 

 (1)～(4) 省略 

3 国民健康保険法第 116 条の 2 第 1 項に規定す

る入院等をしたことにより、同項に規定する

病院等(大阪府内に所在するものに限る。以下

同じ。)の所在する場所に住所を変更したと認

められる対象者(国民健康保険法又は高齢者の

医療の確保に関する法律における対象者(国民

健康保険組合に加入している対象者を除く。)

に限る。)であって、当該病院等に入院等をし

た際本市の区域内に住所を有していたと認め

られるものについては、この条例により医療

費の助成を行う対象者とする。ただし、前項

各号のいずれかに該当する者又は二以上の病

院等に継続して入院等をしている対象者であ

って、現に入院等をしている病院等(以下「現

入院病院等」という。)に入院等をする直前に

入院等をしていた病院等(以下「直前入院病院

等」という。)及び現入院病院等のそれぞれに

入院等をしたことにより直前入院病院等及び

現入院病院等のそれぞれの所在する場所に順

次住所を変更したと認められるもの(以下「特

定継続入院等対象者」という。)については、

この限りでない。 

4 特定継続入院等対象者のうち、次の各号に掲

げるものは、この条例により医療費の助成を

行う対象者とする。ただし、第 2 項各号のい

ずれかに該当する者を除く。 

 (1) 継続して入院等をしている二以上の病院

等のそれぞれに入院等をすることによりそ

れぞれの病院等の所在する場所に順次住所

を変更したと認められる対象者であって、

当該二以上の病院等のうち最初の病院等に

入院等をした際本市の区域内に住所を有し

第 1条関係 

羽曳野市重度障害者の医療費の助成に関する条

例 

 

 (対象者) 

第 2条 1 省略 

2 対象者のうち、次の各号のいずれかに該当す

る者については、前項の規定にかかわらず、

この条例の規定に基づく助成は行わない。 

 (1)～(4) 省略 

3 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律(平成 17 年法律第 123 号)第

5 条第 11 項に規定する障害者支援施設(本市の

区域外に所在するものに限る。)又は児童福祉

法第 7 条第 1 項に規定する児童福祉施設(本市

の区域外に所在する障害児入所施設に限る。)

に入所したことにより、当該施設の所在する

場所に住所を変更したと認められる対象者(国

民健康保険法又は高齢者の医療の確保に関す

る法律における対象者(国民健康保険組合に加

入している対象者を除く。)に限る。)であっ

て、当該施設に入所した際に本市の区域内に

住所を有していたと認められるものについて

は、この条例により助成を行う対象者とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

4 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律第 5 条第 11 項に規定する障

害者支援施設(本市の区域内に所在するものに

限る。)又は児童福祉法第 7 条第 1 項に規定す

る児童福祉施設(本市の区域内に所在する障害

児入所施設に限る。)に入所したことにより、

当該施設の所在する場所に住所を変更したと

認められる対象者(国民健康保険法又は高齢者

の医療の確保に関する法律における対象者(国

民健康保険組合に加入している対象者を除
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ていたと認められるもの 

 (2) 継続して入院等をしている二以上の病院

等のうち一の病院等から継続して他の病院

等に入院等をすること(以下「継続入院等」

という。)により当該一の病院等の所在する

場所以外の場所から当該他の病院等の所在

する場所への住所の変更(以下「特定住所変

更」をいう。)を行ったと認められる対象者

であって、最後に行った特定住所変更に係

る継続入院等の際本市の区域内に住所を有

していたと認められるもの 

第 3条 省略 

 (助成の範囲) 

第 4 条 市長は、対象者の疾病又は負傷につい

て、国民健康保険法、社会保険各法又は高齢

者の医療の確保に関する法律の規定による療

養の給付、保険外併用療養費、療養費、訪問

看護療養費、特別療養費、家族療養費又は家

族訪問看護療養費について保険給付が行われ

た場合(食事療養又は生活療養に係る給付を除

く。)における療養に要する費用の額のうち、

対象者等が負担すべき額から規則で定める一

部自己負担額を控除した額(以下「助成額」と

いう。)を助成する。ただし、対象者が、低所

得者その他の規則で定める者に該当する場合

には、当該療養に要する費用の額に、食事療

養又は生活療養に係る費用(健康保険法(大正

11 年法律第 70号)第 85条第 2項に規定する食

事療養標準負担額を超える部分に係るものを

除く。)の額を加えて、当該助成を行うものと

する。 

 

2・3 省略 

以下省略 

 

 

第 2条関係 

羽曳野市ひとり親家庭の医療費の助成に関する

条例 

 

 (対象者) 

第 3条 1 省略 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ

かに該当する者については、この条例により

く。)に限る。)であって、当該施設に入所し

た際に他の市町村(当該施設が所在する市町村

以外の市町村をいう。)の区域内に住所を有し

ていたと認められるものについては、第 1 項

の規定にかかわらず、この条例により助成を

行う対象者としない。 

 

 

 

 

 

第 3条 省略 

 (助成の範囲) 

第 4 条 市長は、対象者の疾病又は負傷につい

て、国民健康保険法、社会保険各法又は高齢

者の医療の確保に関する法律の規定による療

養の給付、保険外併用療養費、療養費、訪問

看護療養費、特別療養費、家族療養費又は家

族訪問看護療養費について保険給付が行われ

た場合(食事療養若しくは生活療養に係る給付

又は精神病床への入院に係る給付を除く。)に

おける療養に要する費用の額のうち、対象者

等が負担すべき額から規則で定める一部自己

負担額を控除した額(以下「助成額」とい

う。)を助成する。ただし、対象者が、低所得

者その他の規則で定める者に該当する場合に

は、当該療養に要する費用の額に、食事療養

又は生活療養に係る費用(健康保険法(大正 11

年法律第 70 号)第 85 条第 2 項に規定する食事

療養標準負担額を超える部分に係るものを除

く。)の額を加えて、当該助成を行うものとす

る。 

2・3 省略 

以下省略 

 

 

第 2条関係 

羽曳野市ひとり親家庭の医療費の助成に関する

条例 

 

 (対象者) 

第 3条 1 省略 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ

かに該当する者は対象としない。 
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医療費の助成を行う対象者としない。 

 (1)～(4) 省略 

第 4条 省略 

 (助成の範囲) 

第 5 条 市長は、対象者の疾病又は負傷につい

て、国民健康保険法、社会保険各法又は高齢

者の医療の確保に関する法律の規定による療

養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療

養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護

療養費、特別療養費、家族療養費又は家族訪

問看護療養費について保険給付が行われた場

合における療養に要する費用の額のうち、対

象者等が負担すべき額(以下「医療費」とい

う。)から規則で定める一部自己負担額を控除

した額(入院時食事療養費又は入院時生活療養

費について保険給付が行われた場合にあって

は、その入院時食事療養費標準負担額又は入

院時生活療養費標準負担額のうち食事に係る

もの(課税世帯の入院時食事療養費標準負担額

を上限とする。)。以下「助成額」という。)

を助成する。 

 

2・3 省略 

以下省略 

 

 

第 3条関係 

羽曳野市子どもの医療費の助成に関する条例 

 

 (対象者) 

第 3条 1 省略 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ

かに該当する者については、この条例により

医療費の助成を行う対象者としない。 

 (1)～(5) 省略 

 (助成の範囲) 

第 4 条 市長は、対象者の疾病又は負傷につい

て、国民健康保険法(昭和 33 年法律第 192 号)

又は社会保険各法の規定による療養の給付、

入院時食事療養費、保険外併用療養費、療養

費、訪問看護療養費、特別療養費、家族療養

費又は家族訪問看護療養費について保険給付

が行われた場合における療養に要する費用の

額のうち、対象者等が負担すべき額から規則

 

 (1)～(4) 省略 

第 4条 省略 

 (助成の範囲) 

第 5 条 市長は、対象者の疾病又は負傷につい

て、国民健康保険法、社会保険各法又は高齢

者の医療の確保に関する法律の規定による療

養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療

養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護

療養費、特別療養費、家族療養費又は家族訪

問看護療養費について保険給付(精神病床への

入院に係る給付を除く。)が行われた場合にお

ける療養に要する費用の額のうち、対象者等

が負担すべき額(以下「医療費」という。)か

ら規則で定める一部自己負担額を控除した額

(入院時食事療養費又は入院時生活療養費につ

いて保険給付が行われた場合にあっては、そ

の入院時食事療養費標準負担額又は入院時生

活療養費標準負担額のうち食事に係るもの(課

税世帯の入院時食事療養費標準負担額を上限

とする。)。以下「助成額」という。)を助成

する。 

2・3 省略 

以下省略 

 

 

第 3条関係 

羽曳野市子どもの医療費の助成に関する条例 

 

 (対象者) 

第 3条 1 省略 

2 前項の規定による対象者のうち、次の各号の

いずれかに該当する者は、医療費の助成を受

けることができない。 

 (1)～(5) 省略 

 (助成の範囲) 

第 4 条 市長は、対象者の疾病又は負傷につい

て、国民健康保険法(昭和 33 年法律第 192 号)

又は社会保険各法の規定による療養の給付、

入院時食事療養費、保険外併用療養費、療養

費、訪問看護療養費、特別療養費、家族療養

費又は家族訪問看護療養費について保険給付

が行われた場合(精神病床への入院に係る給付

を除く。)における療養に要する費用の額のう
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で定める一部自己負担額を控除した額(入院時

食事療養費について保険給付が行われた場合

にあっては、その標準負担額)を助成する。 

 

2・3 省略 

以下省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ち、対象者等が負担すべき額から規則で定め

る一部自己負担額を控除した額(入院時食事療

養費について保険給付が行われた場合にあっ

ては、その標準負担額)を助成する。 

2・3 省略 

以下省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


